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公共交通機関を利用した周遊観光促進およびプロモーション事業に係る仕様書 

 

１ 事業概要 

大阪・関西万博終了後の観光需要の落ち込みに備え、兵庫県内の公共交通機関を利

用した分散型の観光需要の創出と、周遊観光を促進するモデル事業を実施する。 

 

２ 業務の名称 

公共交通機関を利用した周遊観光促進およびプロモーション事業 

 

３ 実施主体 

  公益社団法人ひょうご観光本部（以下、委託者という）  

 

４ 契約期間・金額 

(１) 契約期間  契約日 ～ 令和８年３月 23日（月） 

(２) 金  額  １５，０００千円（消費税及び地方消費税円含む）を上限とする。 

 

５ 業務内容 

(１)兵庫県内各地へ分散した周遊意欲を高める企画の提案と実施 

  県内の公共交通機関（鉄道・バス等）を利用した分散型観光周遊企画を提案し、

委託者と協議の上実施すること。 

ア 企画内容 

    ①兵庫県内の観光施設・飲食・物販の利用を促進する内容であること。 

②兵庫県への来訪意欲および、本企画への参加意欲を高める内容であること。 

イ 対象エリア 

①対象エリアは兵庫県内全体を対象とし、各地の魅力を訴求すること。 

②実施期間中を通して、目的地のエリアバランスがトータルでとれた形となる

こと。 

③定番スポットのみではなく、訪問率が低い地域へも誘導する仕掛けを提案す

ること。 

ウ テーマ 

①季節感や興味を引くテーマ性をもたせ、兵庫県ならでは食・歴史・文化等の

魅力を訴求すること。 

②本県の観光資源（ひょうごフィールドパビリオンや兵庫テロワールコンテン

ツ等）への理解を深めたうえで、実施事業者の知見を活かした内容を提案す

ること。 

エ 観光施設・交通事業者との調整 

①本企画への参加には、公共交通機関を利用することとし、県内を周遊・着地

とする鉄道・バス等と連携をとること。 

②対象とする交通事業者・観光施設等をリストアップし、委託者と協議の上、

決定すること。また関係事業者への本企画の提案・説明・契約等の調整業務

も実施すること。 

③ワンストップで利用・PRできるよう、関係事業者と調整を行うこと。 

オ デジタル手法の活用 

①本企画への参加には、デジタルツールを活用しシームレスな手法を提案する
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こと。 

②幅広い利用者数にアプローチができる手法を提案すること（例：100万単位の

ダウンロード数を有するアプリで展開する等） 

(２)プロモーションの提案と実施 

   本事業への参加者数拡大を目的としたプロモーションや、参加者への魅力付けと

なる企画を提案し、委託者と協議の上、実施をすること 

   ア 実施手法 

    ①プロモーションの手法について、媒体、内容、回数など、具体的に提案する

こと。 

    ②プロモーションに必要となるバナーやサイト等の媒体もあわせて作成するこ

と。 

    ③委託費内での参加への魅力付けとなるポイント還元やプレゼントの提供等 

も可能とする。 

(３)データの可視化 

本企画について、可能な範囲で参加者属性や周遊履歴、訪問したスポットなど利

用者の導線に関する実績をデータ化すること 

ア 集計方法 

 ①単純集計及び性別や年齢別などの基本的な属性によるクロス集計を行うこと。 

イ 実績報告 

①集計したデータを基に事業実施報告書を作成すること。 

②事業実施報告書の作成においては、表やグラフを用いて分かりやすいものと

なるよう工夫すること。 

③報告書の記載内容の詳細は、委託者と受託者において協議を行って決めるこ

と。 

④報告書には個票データを添付すること。なお、個票データの提出形式は Excel

で利用可能な形式とする。 

 

６ 成果物の提出等 

（１）成果物 

受託者は、本事業が終了したとき、実施結果等を記載した「事業完了報告書」を委

託者に提出しなければならない。報告書は画像等を活用し、データは編集可能なも

のを提出すること。 

（２）提出場所 

    公益社団法人ひょうご観光本部 

    神戸市中央区下山手通５丁目 10-1 県庁１号館７階 

    メール：doi-m@hyogo-tourism.jp 

（３）提出期限 

    令和８年３月 13日（金） 

 

７ 事業実施上の留意点等 

(１) 業務の進捗管理 

    本業務の進め方について、受託者は、委託者と密に協議、連絡調整を行い、適切 

なスケジュール管理を行うこと。 

(２) 業務の履行に関する措置 

mailto:doi-m@hyogo-tourism.jp
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本業務に履行については、委託者の指示に従うこと。 

(３) 成果品の利用（二次利用） 

本事業の成果物に係る権利は、事業実施者が従前権利を有していたものを除き、 

原則委託者に帰属する。 

また、加工及び二次利用する場合は、事前に受託者と協議することとする。 

なお、これらの権利について、第三者と紛争等が生じた場合は、受託者がその 

 責任において対処すること。 

ただし、委託者より支給される資料や写真等についてはこの限りではない。 

(４) 機密の保持 

受託者は本業務を通じて知り得た情報を契約以外の目的に利用し、第三者に提 

供してはならない。また、本業務に関して知り得た情報の漏洩、滅失、毀損の 

防止、その他適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。契約終 

了後もまた同様とする。 

(５) 個人情報の保護 

受託者は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合、兵庫県個人情報保

護条例を遵守しなければならない。 

(６) 著作権・肖像権 

受託事業者は、委託者が提供する画像等を除き、成果物が他社の所有権や著作 

権を侵害しないことを保証し、制作に関して著作権の許諾など必要な手続きを

行うこと。また、使用する写真の被写体が人物の場合、肖像権の侵害がないよ

うに留意すること。 

 

８ 委託契約の締結 

（１）契約に関する事務は委託者で行う。  

（２）委託者は、選定された事業を提案した事業者等と提案事業の実施方法等に 

ついて協議・調整を行う。この際、双方で確認の上、提案内容に修正・変更 

を加える場合がある。  

（３）契約条項は、委託者において示す。  

（４）契約の相手方となる事業者等は、契約金額が 200 万円を超える場合は、 

委託者に対して、審査結果通知後７日以内に委託料の 10分の１の契約保証 

金を納めなければならない。ただし、保険会社との間に委託者を被保険者と 

する履行保証保険契約を締結した場合において、または過去２年間に法人・ 

国等と契約を締結・履行したことを記載した誓約書を提出した場合におい 

て契約保証金の全部または一部を免除することができる。  

 

９ 契約の解除  

（１）委託契約に記載の条項に違反があったとき、委託者は契約の一部又は全部 

を解除し、委託料の支払いをしないもしくは支払った委託料の一部又は全 

額の返還を求める場合がある。  

（２）上記(1)により契約を解除した場合、委託者は損害賠償又は違約金を求め 

る場合がある。  
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１０ 委託料の支払い  

委託費の支払いは、事業終了後に提出される実績報告書等に基づき、委託 

者が検査を行い、契約書に定められた内容に適合していることなどを確認 

したうえで支払う。  

 

１１ 適正な事業執行に係る留意事項  

事業者等は、本事業が委託者との契約に基づく公的事業であることを十分認識 

し、適正な事業及び経費の執行に努めることとする。  

 

１２ その他  

受託者は、業務の実施に関して、この仕様書に記載のない事項又は業務の 

実施に関して疑義が生じた場合は、委託者と協議し、その指示に従うこと。 

 

 


